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〇食品原材料調達リスク軽減対策事業に係る公募要領 新旧対照表 

（新） （旧） 

食品原材料調達リスク軽減対策事業に係る公募要領 

 

（略） 

 

第１～２ （略） 

 

第３ 事業内容 

 ウクライナ情勢等に関連して、依然として多くの輸入食品原材料の価

格が高い水準にあるほか、近年の国際的な食料需要の増加や為替変動な

ど、輸入原材料の調達リスクが顕在化していることから、本事業の事業

実施主体は、食品製造事業者等が原材料の調達に関するリスクを把握

し、それに対応するために行う産地との連携強化や原材料調達先の多角

化の取組が実施できるよう、別表１の第１の２の事業実施者の公募・審

査・採択、事業計画作成指示・確認、交付決定、事業の進捗管理・助

言、事業広報、実施結果報告及び額の確定等の必要な事務を行うものと

します。 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

食品原材料調達リスク軽減対策事業に係る公募要領 

 

（略） 

 

第１～２ （略） 

 

第３ 事業内容 

 ウクライナ情勢等に関連して、依然として多くの輸入食品原材料の価

格が高い水準にあるほか、近年の国際的な食料需要の増加や為替変動な

ど、輸入原材料の調達リスクが顕在化していることから、本事業の事業

実施主体は、食品製造事業者等が原材料の調達に関するリスクを把握

し、それに対応するために行う産地との連携強化や原材料調達先の多角

化の取組が実施できるよう、事業実施者の公募・審査・採択、事業計画

作成指示・確認、交付決定、事業の進捗管理・助言、事業広報、実施結

果報告及び額の確定等、の事務を行うものとします。 

 

 １ 事業実施者への補助金交付事務等 

   以下の対策について、事業実施者の公募・審査・採択、事業計画作

成指示・確認、交付決定、事業の進捗管理・助言、事業広報、実施結

果報告及び額の確定等の必要な事務を行うこととします。 

 （１）食品原材料調達リスク軽減対策 

   ① 食品製造事業者等と産地の連携強化支援 

食品製造事業者等が求める食品原材料の安定確保により食品
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第４ 事業の実施 

１ （略） 

２ 事業の実施に関する事項 

 （１）公募、審査及び採択 

   事業実施主体は、事業実施に当たり公募を効率的に行うために応募

書類の記載例の整備・周知を行うとともに、コールセンターを設置等

して問い合わせへの対応を実施するものとします。 

   事業実施主体による審査を行うものとします。また、外部有識者等

で構成する公募選考委員会を設置し、事業実施者を公募により採択す

るものとします。審査及び選考は、事業実施主体による審査をもとに

事業の実施を希望する者から提出された課題提案書の内容が適切であ

るか等について審査を行うものとし（別表１の第１の２（１）の事業

については、補助要件を満たす取組のみ審査）、予算の範囲内で重要

性の高いものを選んで採択する（ポイント制等による採点）こととし

ます（ポイントの要素としては、産地を支援する取組（別表１の第１

の２（１）の事業に限る。）、一次加工業者の食品原材料切替等（国

産業のサプライチェーン全体での持続可能性を高めるための産

地の支援を行うとともに、産地との連携による食品原材料切替

等（国産食品原材料の取扱量増加を含む。以下同じ）に伴う機

械・設備等の導入・更新、調査、新商品等の開発・製造・販

売・PR等を行う。 

   ② 食品原材料調達先多角化支援 

食品原材料調達先の多角化を通じた調達リスク軽減のため、

食品原材料切替等に伴う機械・設備等の導入・更新、調査、新

商品等の開発・製造・販売・PRを行う。 

 

第４ 事業の実施 

１ （略） 

２ 事業の実施に関する事項 

 （１）公募、審査及び採択 

   事業実施主体は、事業実施に当たり公募を効率的に行うために応募

書類の記載例の整備・周知を行うとともに、コールセンターを設置等

して問い合わせへの対応を実施するものとします。 

   事業実施主体による審査を行うものとします。また、外部有識者等

で構成する公募選考委員会を設置し、事業実施者を公募により採択す

るものとします。審査及び選考は、事業実施主体による審査をもとに

事業の実施を希望する者から提出された課題提案書の内容が適切であ

るか等について審査を行うものとし、予算の範囲内で重要性の高いも

のを選んで採択する（ポイント制等による採点）こととします（ポイ

ントの要素としては、産地を支援する取組（別表１の第１の２（１）

の事業に限る。）、国産食品原材料への切替（国産食品原材料の取扱

量増加を含む。）、商品の新規性等）。公募の方法、公募の時期及び
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産食品原材料の取扱量増加を含む。以下同じ。）の取組（別表１の第

１の２（２）の事業に限る。）、国産食品原材料への切替（国産食品

原材料の取扱量増加を含む。）、商品の新規性等）。公募の方法、公

募の時期及び公募の回数については、公募要領を作成し、農林水産省

と協議の上実施することとします。 

   なお、事業実施主体は、事業実施者を公募するごと（計４回程度）

に、公募選考委員会の審査を受けるものとし、審査結果（案）を総括

審議官に報告するものとします。 

 

 （２）～（６）（略） 

 

第５～第 16 （略） 

公募の回数については、公募要領を作成し、農林水産省と協議の上実

施することとします。 

 

 

 

   なお、事業実施主体は、事業実施者を公募するごと（計４回程度）

に、公募選考委員会の審査を受けるものとし、審査結果（案）を総括

審議官に報告するものとします。 

 

 （２）～（６）（略） 

 

第５～第 16 （略） 

 

別表１ 

第１ 

事業内容 

第２ 

補助対象経費

の範囲 

第３ 

補助金の 

予定額 

第４ 

補助率等 

食品原材料調達

リスク軽減対策

事業 

 

１（略） 

  

２ 食品原材料

調達リスク軽減

対策 

（略） 

 

 

（略） （略） 

 

 

別表１ 

第１ 

事業内容 

第２ 

補助対象経費

の範囲 

第３ 

補助金の 

予定額 

第４ 

補助率等 

食品原材料調達

リスク軽減対策

事業 

 

１（略） 

 

２ 食品原材料

調達リスク軽減

対策 

（略） 

 

（略） （略） 
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（１）食品製造

事業者等と産地

の連携強化支援 

  食品製造事

業者等が求める

食品原材料の安

定確保により食

品産業のサプラ

イチェーン全体

での持続可能性

を高めるため、

食品製造事業者

等が産地を支援

する次に掲げる

ア～エ又はこれ

らに類する取組

を行うことを補

助要件とした上

で、産地との連

携による食品原

材料切替等に伴

う機械・設備等

の導入・更新、

調査、新商品等

の開発・製造・

販売・PR等を

（１）食品製造

事業者等と産地

の連携強化支援 

  食品製造事

業者等が求める

食品原材料の安

定確保により食

品産業のサプラ

イチェーン全体

での持続可能性

を高めるための

産地の支援を行

うとともに、産

地との連携によ

る食品原材料切

替等（国産食品

原材料の取扱量

増加を含む。以

下同じ）に伴う

機械・設備等の

導入・更新、調

査、新商品等の

開発・製造・販

売・PR等を行

う。 
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行う。 

ア 求める品

種を産地に

生産しても

らうための

産地への種

苗の提供 

イ 産地に引

き受け量拡

大に対応し

てもらうた

めの産地へ

の収穫機械

の貸与 

ウ 産地に加

工ニーズに

合致した食

品原材料を

出荷しても

らうための

産地への選

別機の貸与 

エ 産地に加

工ニーズに

沿った良

質・多量な
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食品原材料

生産をして

もらうため

の、食品製

造事業者等

の社員等を

産地へ派遣

した生産作

業補助又は

専門家や篤

農家を産地

へ派遣した

栽培技術等

指導 

 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

 

 

 


